
公益財団法人高橋記念美術文化振興財団若手作家支援助成金交付要綱 
（目 的） 

第１条 この要綱は、次世代を担う若手作家の創造的美術文化活動を推奨し支援することにより、市

民が美術文化事業に触れる機会を醸成し、もって地域における美術文化活動の向上、発展及び振興

を図ることを目的とする 
（助成の対象者） 

第２条 助成の対象者は、次のいずれかの号に該当する者とする。 
（１）豊田市出身又は豊田市内に在住、在勤若しくは在学の個人 
（２）豊田市を拠点に活動する団体 
（３）前号に定めるもののほか、地域にかかわりが深く理事長が特に必要と認める活動を行って 
  いる個人又は団体 
（助成の対象事業） 

第３条 助成金の交付対象となる事業（以下「助成対象事業」という。）は、助成の対象者が豊田市美

術館ギャラリー、豊田市民文化会館又は豊田市民ギャラリーで開催する美術展覧会で、企画性に富

み、芸術的、社会的に価値の高い展覧会とする。ただし、これ以外の場所で開催される展覧会であ

っても、地域における貢献度が高いと判断される場合はこの限りではない。 
（適用除外） 

第４条 第２条のうち次の各号に該当する個人又は団体については、助成の適用の対象から除くもの

とする。 
（１）政治団体又は宗教団体 
（２）暴力団員又は暴力団 
（３）暴力団員が役員となっている団体 
（４）暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する団体 
（５）豊田市税を滞納している個人又は団体。ただし、法人でない団体にあっては、助成対象事業に

出品する団体構成員が市税を滞納している団体。 
２ 助成対象事業が営利を目的と認められる場合は、助成の適用の対象から除くものとする。 
３ 当該年度又は前年度に助成金の交付を受けた個人又は団体は、助成の適用の対象から除くものと

する。 
（助成の対象となる経費） 

第５条 助成の対象となる経費は、助成対象事業を実施するために必要な次に掲げる経費とする。 
（１）会場借用料 
（２）会場設営費 
（３）印刷宣伝費 
（４）輸送費 
（５）作品制作にかかる原材料及び消耗品費 
（助成金の額） 

第６条 助成金の額は助成の対象となる経費の実支出額に２分の１を乗じて得た額（千円未満の端数

は切り捨てる。）を基準に、２０万円を限度とし、事業の規模、内容及び当財団の予算額等を勘案

して、別に定める（公財）高橋記念美術文化振興財団若手作家支援助成事業審査委員会（以下「審

査委員会」という。）で審査、決定する。 
（他の助成金との関係） 

第７条 当財団からの助成金と重複して、別の助成・協賛を受けてもかまわない。ただし、助成金交

加除表示版 



付申請書にその旨を記載し、決定している場合は決定と付記すること。申請後に決定した場合もそ

の旨を至急連絡すること。 
（助成金交付申請） 

第８条 助成金の交付を受けようとする個人又は団体は、助成金交付申請書（様式第１号）に次に掲

げる書類を添えて、別に定める日までに理事長に提出するものとする。 
（１）事業実施計画書（様式第１号の１） 
（２）収支予算書（様式第１号の２） 
（３）活動状況調（様式第１号の３） 
（助成金の交付決定） 

第９条 理事長は、前条の規定による助成金交付申請書を受理した場合は、審査委員会の審査に付し、

審査委員会が助成金を交付すべきと認めたときは、助成金交付決定通知書（様式第２号）により当

該個人又は団体に通知するものとする。 
２ 審査委員会は、助成金の交付決定に当たり、当該個人又は団体に対して条件を付することができ

るものとする。 
（助成金の概算による交付） 

第１０条 理事長は、前条の規定により助成金の交付決定を受けた個人又は団体（以下「助成事業者」

という。）から文書による請求があったときで、特に必要と認める場合は、第１４条に定める実績報

告の提出前に、その助成金の全部又は一部を概算により交付することができる。 
（事業の中止又は変更） 

第１１条 助成事業者は、助成対象事業を中止又は変更するときは、別に定める書類を添えて、速や

かに中止・変更申請書（様式第３号）を理事長に提出するものとする。 
（調査） 

第１２条 理事長は、助成事業者に対し、助成金の交付目的を達成するために必要があると認めると

きは、助成対象事業に関する資料の提出を求め又は調査を行うことができる。 
（交付決定の取消または助成金の返還） 

第１３条 理事長は、助成事業者が次のいずれかに該当するときは、当該交付決定を変更し、若しく

は、その全部若しくは一部を取り消し、または、すでに交付されている助成金の全部若しくは一部

の返還を命ずることができる。 
（１）助成対象事業を中止し、又は、変更したとき。 
（２）この要綱に違反したとき。 
（３）助成金を助成対象事業以外の用途に使用したとき。 
（４）偽りその他不正な手段により助成金の交付を受けたとき。 
（５）暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する団体が助成金の交付を受けたとき。 
（実績報告） 

第１４条 助成事業者は、助成対象事業が完了したときは、完了の日から起算して１月を経過した日

又は翌年度の４月５日のいずれか早い期日までに、実績報告書（様式第４号）と次に掲げる書類を

添えて理事長に提出するものとする。 
（１）事業実施報告書（様式第４号の１） 
（２）収支決算書（様式第４号の２） 
（３）助成対象経費に係る領収書等の写し 
（４）その他参考資料（印刷物、記録写真等） 
（助成金の額の確定） 



第１５条 理事長は、前条の規定による実績報告書を受理した場合は、これを審査し交付すべき助成

金の額を確定する。 
 （助成金の交付） 
第１６条 理事長は、前条の規定による助成金の額の確定後、助成事業者からの文書による請求にも

とづき、助成金を交付する。ただし、第１０条の規定により助成金の概算による交付をしている場

合は差額分を交付する。 
（その他） 

第１７条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は理事長が別に定める。 
 
   附 則 

この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 


